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TEL03-3581-4657  FAX03-3580-5721 

〒100-8980東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

2017（平成 29）年 5月 1日 

日 

 

Action Report 

全 社 協 

第 96号 

Japan National Council of Social Welfare 

          （全社協 ぜんしゃきょう） 

特 集 
 本年は民生委員制度創設 100周年～「民生委員制度 100周年の日」（5月 12日） 
 

 5 月 5日から児童福祉週間「できること たくさんあるよ きみのてに」～こいのぼり掲揚式 

 

Topics 
 諸制度改革への取組と平成 30年度重点要望を協議～全社協 政策委員会 第１回幹事会 
 

 社協の『地域福祉の“施策化”』への対応、当面の取組課題等を共有～平成 29 年度都道府県・指定都市

社協 部・課・所長会議 

●市区町村社協 VC 支援に向け、都道府県・指定都市社協が果たすべき役割等を協議～都道府県・指定

都市ボランティア・市民活動センター所長会議 

●平成 29 年度 全社協 災害ボランティア関係事業予定を共有～災害ボランティア等に関する情報共有会

議 

●生活福祉資金貸付事業の現状把握と今後のあり方について協議～平成 29 年度生活福祉資金担当部

課長会議 
 

 地域共生社会に向けた事例集「私たちの地域を支え合おう」／「老人クラブがめざす友愛活動」発行～全国

老人クラブ連合会 
 

 社会的養護体制の充実、人材確保、育成、定着のための抜本的対策等を要望～平成 30 年度国家予算

要望書を提出～全国児童養護施設協議会 
 

 モデル事業を実施し、関係機関との連携について検討を進める～平成 29 年度第 1 回全国退所児童等支

援事業連絡会 
 

 「新たな地域支援事業の更なる展開と地域共生社会の推進に向けて」発表～新地域支援構想会議 
 

社会保障・福祉政策情報／インフォメーション 

権利擁護・虐待防止セミナー、職場研修担当者研修会 

こころ豊かに、希望をもって 

高齢社会を生きる 
ふくし映像レポート 
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■ 本年は民生委員制度創設 100 周年～「民生委員制度 100

周年の日」（5月 12日） 

 

本年の 5月 12日は、「民生委員制度 100周年の日」です。大正 6（1917）年 5月 12

日に、民生委員制度の源である「済世顧問制度」を定めた岡山県済世顧問制度設置

規程が公布されたことから数え、本年（平成 29 年）、民生委員制度は創設 100 周年を

迎えました。 

 

●「民生委員制度創設 100周年記念切手」の発売について 

民生委員制度が創設 100 周年を迎えること

を記念して、日本郵便より「民生委員制度創設

100 周年記念切手」が 5 月 12 日に発売されま

す。 

（1）発 売 日  平成 29 年 5 月 12 日（金） 

（2）種 類  82 円切手  1 シート 10 枚 

（縦 5 枚×横 2枚） 

（3）デザイン  四つ葉のクローバーをくわ         

ooooooooooooooo える白い鳩 

（4）発行枚数  600 万枚（60 万シート） 

（5）販売場所  全国の郵便局 

 

https://www.post.japanpost.jp/kitte_hagaki/stamp/tokusyu/2017/h290512_t.html 

 

●平成 29年度「民生委員・児童委員の日 活動強化週間」について  

民生委員・児童委員活動の基本は住民と「顔と顔をあわせた」関係にあります。その

ため、何よりも住民の皆さんに民生委員・児童委員を知っていただくことが大切です。   

そこで、全国民生委員児童委員連合会では、民生委員・児童委員の存在やその活

↑URL をクリックすると日本郵便のホームページにジャンプします。 

特 集 

↑画像をクリックすると日本郵便のホー

ムページにジャンプします。 

https://www.post.japanpost.jp/kitte_hagaki/stamp/tokusyu/2017/h290512_t.html
https://www.post.japanpost.jp/kitte_hagaki/stamp/tokusyu/2017/h290512_t.html
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動をより多くの皆さんに知っていただくとともに、

民生委員・児童委員自らの意識を高めるため、

毎年 5 月 12 日を「民生委員・児童委員の日」と

し、また 5月 12 日からの 1週間を「民生委員・児

童委員の日 活動強化週間」と定めています。 

本年はとくに制度創設 100 周年の記念すべき

年であることから、活動強化週間においては、全

国各地でさまざまな PR 活動等が行われます。 

ぜひ、この機会に民生委員・児童委員を身近

に感じていただき、活動へのご理解とご協力を

お願いします。  

 

 

 

＜実施期間＞ 

平成 29 年 5 月 12 日（金）～5 月 18 日（木）  

（例年は期間中の日曜日を一斉取り組み日としていますが、本年は制度創設 100

周年を迎えることから「民生委員制度100周年の日」にあたる5月12日（金）を「一

斉取り組み日」として、全国でさまざまな取り組みが進められます。） 

http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/pdf/news/H29katsudou_list.pdf 

 

※詳しくは、下記の全国民生委員児童委員連合会ホームページをご覧ください。 

http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑画像をクリックすると実施要領にジャ

ンプします。 

↑URL をクリックすると強化週間取り組み予定表にジャンプします。 

↑URL をクリックすると全民児連のホームページにジャンプします。 

http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/pdf/news/H29katsudou_list.pdf
http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/index.html
http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/pdf/news/H29katsudou_yoryo.pdf
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■ 5 月 5 日から児童福祉週間「できること たくさんあるよ きみの

てに」～こいのぼり掲揚式 
 

全国社会福祉協議会は 4 月 25 日に、本会が所在する

新霞が関ビル前にて、新霞が関ビル内保育所に通う子ど

も、アジア各国から来日している社会福祉研修生、全国保

育士会の役員の皆様にご協力いただき、こいのぼり掲揚

式を行いました。 

毎年 5 月 5 日の「こどもの日」から 1 週間は「児童福祉

週間」と定められ、昭和 22 年から、子どもの家庭や、子ど

もの健やかな成長について国民全体で考えることを目的

に全国各地でさまざまな行事が実施されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年度の児童福祉週間の標語です。 

「できること たくさんあるよ きみのてに」 

（香川県・三谷 蕗唯(みたに ろい)さん 

8 歳の作品） 

 

この標語は、児童福祉週間の象徴として、ポス

ターをはじめ、幅広く活用されます。 

また、4月 25日には、厚生労働省でも「こいのぼ

り掲揚式」が行われました。 

標語の作者である三谷 蕗唯さんをはじめ、古

屋 範子厚生労働副大臣、関脇髙安関（大相撲三

月場所殊勲賞力士）、東京海洋大学客員准教授

のさかなクン、東京都民生児童委員連合会のキャ

こいのぼり掲揚を行う皆様 

↑画像をクリックすると全社協ホーム
ページにジャンプします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170415_child.html
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ラクターであるミンジー、熊本県営業部長兼しあわせ部長のくまモン、そして渋谷区内

の保育園児らが、青空高くこいのぼりを揚げました。本会からは、髙井 康行副会長が

参加しました。 

平成29年度「児童福祉週間」の標語・ポスターは、下記URLよりご覧いただけます。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170415_child.html 

  

↑URL をクリックすると全社協ホームページにジャンプします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170415_child.html
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■ 諸制度改革への取組と平成 30 年度重点要望を協議～全社

協 政策委員会 第１回幹事会 
 

全社協 政策委員会（委員長：井手之上 優 大阪府社協常務理事）は、4 月 21 日

に今年度第 1回の幹事会を開催しました。 

開会のあいさつで井手之上委員長は、ニッポン一億総活躍プランの実現に向けた

地域共生社会構築への取組みをはじめ、生活困窮者自立支援法の見直しや介護報

酬、障害福祉サービス等報酬改定をめぐる検討等、平成29年度は対応すべき課題が

多く、政策委員会としても構成組織と連携・協働を密にしながら活動を展開していきた

い、と協力を求めました。 

続く協議では、規制改革推進会議や財政制度等審議会等における議論のほか、社

会福祉法人制度改革への対応状況、平成 30 年度介護等報酬改定に向けた課題等

について意見交換を行い、今後の対応・取組を共有しました。 

また、児童福祉法の改正を受けて検討が進められている新たな社会的養育の在り

方をめぐっては、現に子どもたちの養育を日々担っている社会的養護施設等現場の

提言・意見が十分に反映され、実現可能な施策内容となるよう、政策委員会として関

係種別協議会と共同して対応を図ることを確認しました。 

なお、政策委員会による平成 30 年度社会福祉制度・予算・税制等に関する重点要

望事項は以下のとおりであり、最終的なとりまとめの後、厚生労働大臣等に提出するこ

ととしています。 

 

平成 30 年度 

社会福祉制度・予算・税制等に関する重点要望事項（案） 

 

【重点要望事項】 

１．「一億総活躍プラン」加速化のための社会保障・社会福祉制度の拡充 

２．福祉人材の確保、育成、定着等の対策の抜本的な強化  

３．「地域共生社会」の実現に向けた包括的支援体制整備に係る制度改革等 

４．生活困窮者自立支援制度、日常生活自立支援事業、成年後見等のセーフティ 

oo ネット関連施策の総合的な拡充 

５．子ども・子育て支援新制度による保育等施策の量的・質的な拡充、並びに社会 

Topics 
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oo 的養護関係施設施策の総合的な推進 

６．介護保険給付の維持、介護保険事業の安定運営の確保 

７．共生社会の実現のための改正障害者総合支援法施行に係る施策の拡充 

８．東日本大震災・熊本地震の被災者支援・地域復興の支援の強化、大規模災害・

防災対策の促進 

 

【税制要望事項】 

１．社会福祉法人の法人税非課税等の税制堅持 

２．生活困窮者支援事業にかかる固定資産税等の非課税措置 

 

 

■ 社協の『地域福祉の“施策化”』への対応、当面の取組課題等

を共有～平成 29 年度都道府県・指定都市社協 部・課・所

長会議 

 

本会議は、都道府県・指定都市社協の地域福祉推進、ボランティア・市民活動及び

生活福祉資金担当の部・課・所長を対象に例年 4 月に全社協で開催しています。今

年は 4月 25～26 日に全体会及び担当別の会議を開催しました。 

開会の挨拶で、全社協・渋谷常務理事は、地域福祉施

策の改革が進められるなかで、これまで社協が考えてき

た取組みが一歩前進したという認識を表すとともに、地域

福祉の制度化に伴い財源の確保や活動が制約を受ける

ことへの危惧などの課題を示しました。また、地域福祉の

担い手となる活動主体が広がるなかで、福祉のまちづくり

を進めてきた社協が今後どう動くかが問われていることを

述べました。 

続いて行政説明が行われ、厚生労働省社会・援護局

地域福祉課の後藤 真一郎地域福祉専門官から、「我が事・丸ごと」地域共生社会の

構築に向けた施策動向を中心に、生活困窮者自立支援関係、成年後見利用支援、

自殺対策等、国の地域福祉施策の動向について説明がありました。また、全社協・野

崎事務局長より基調報告を行い、平成 30 年度の社会福祉関係制度の改正や「地域

共生社会」の実現に向けた取組みが進められるなかで、社会福祉法人制度改革への

対応や生活困窮者自立支援事業、福祉人材確保・育成・定着など、社協をめぐる重

点的課題への対応について説明し、今年度の全社協の重点事業をはじめ、引き続き

事業への協力を求めました。 

開会挨拶をのべる 

全社協 渋谷常務理事 



 

8  

全体会の後に行われた地域福祉推進・ボランティア担当の合同会議で、全社協・高

橋良太地域福祉部長は、「各社協における『地域福祉の“施策化”』への対応」に向け

た当面の取り組み課題として、①小地域における住民主体による福祉活動の推進、②

小地域における住民主体による福祉活動の支援、③市町村における総合相談・生活

支援体制の整備、④複数市町村域、都道府県域における総合相談・生活支援体制の

整備をあげました。これらの課題に対応するため、現在、全社協・地域福祉推進委員

会では、平成 24 年 10 月に策定した「社協・生活支援活動強化方針」の「第 2 次アク

ションプラン」の取りまとめを進めており、強化方針をもとにした具体的な取組みを呼び

かけました。翌 26 日に行われた地域福

祉推進担当会議では、「我が事・丸ごと」

の地域づくりの強化に向けた対応や「第

2 次アクションプラン」を参考にした強化

方針への取組みに関して、参加者による

意見交換を行いました。 

 

 

 

 市区町村社協 VC 支援に向け、都道府県・指定都市社協が

果たすべき役割等を協議～都道府県・指定都市ボランティア・

市民活動センター所長会議 
 

4 月 26 日、全国ボランティア・市民

活動振興センターは都道府県・指定

都市社協のボランティア・市民活動セ

ンター所長会議を61名の参加者を得

て開催しました。 

本年度取組む予定の事業説明の

後、「市区町村社会福祉協議会ボラ

ンティア・市民活動センター強化方策

2015」（以下、強化方策 2015）の普

及・促進を図るとともに、ボランティア・市民活動支援の実態把握や取組みについて、

平成 27 年度、28 年度に実施した研究事業の報告を行いました。また、市区町村社協

VC 支援の具体化に向けて、都道府県・指定都市社協として重点的に支援すべき役

割や内容について事例共有やグループ討議を行いました。 

 

当日の様子 

担当別会議の様子 
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 平成 29 年度 全社協 災害ボランティア関係事業予定を共

有～災害ボランティア等に関する情報共有会議 
 

4 月 26 日、災害ボランティア等に関する情報共有会議を 117 名の参加者を得て開

催しました。「都道府県域における同時多発・広域災害への支援のあり方検討委員会」

の進捗を報告し、平成 29 年度の全社協の災害ボランティア関係事業の予定について

共有しました。また、特定非営利活動法人全国災

害ボランティア支援団体ネットワーク（以下、

JVOAD）から事務局長の明城 徹也氏を招いて、

その機能と役割、災害ボランティア活動支援プロ

ジェクト会議（支援 P）と JVOAD、2 つの連携の基

軸について共有しました。最後に、ブロック内での

今年の課題等についての情報交換をして閉会と

なりました。 

以下、平成 29 年度の各ブロックの災害対応幹事県市社協です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブロック 災害対応幹事県市社協 

北海道・東北ブロック 岩手県社協 

関東ブロック A 千葉市社協 

関東ブロック B 山梨県社協 

東海ブロック 愛知県社協 

北陸ブロック 富山県社協 

近畿ブロック 京都府社協 

中国ブロック 岡山市社協 

四国ブロック 高知県社協 

九州ブロック 熊本県社協 

当日の様子 
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 生活福祉資金貸付事業の現状把握と今後のあり方について

協議～平成29年度生活福祉資金担当部課長会議 
 

4 月 25～26 日、都道府県・指定都市社協の生活福祉資金担当の部課長会議を開

催しました。 

生活福祉資金貸付制度については、自立相談支援事業と連携した貸付とすること

で借受人の自立への支援機能の充実が期待されています。生活困窮者自立支援制

度施行から 2 年が経過し、貸付時の連携率（利用率）については一定の実績も上がっ

ているところですが、自立相談支援機関からは貸付要件や審査に要する時間等につ

いての課題提起もなされています。 

また、本年度からの日本学生支援機構奨学金制度の拡充に伴い、生活福祉資金

（教育支援資金）においても一部運用の見直しが行われています。本会議においては

こうした動向について情報共有を図るとともに、今後の運営に向けた協議を行いました。 

とくに第 2 日の分散会では、自立相談支援機関が重視する当座の資金ニーズ解決

のために貸付を行うことは、一方で本人の負債を増やすことでもあることから、貸付に

おいては、個々人の生活状況等を総合的に判断することの重要性とともに、借受人へ

の支援機能の強化のためにも、市区町村社協における職員体制の強化が不可欠で

ある旨が指摘されました。 

 

 

 

■ 地域共生社会に向けた事例集「私たちの地域を支え合おう」／

「老人クラブがめざす友愛活動」発行～全国老人クラブ連合会 
 

全国老人クラブ連合会では、平成 29 年 3 月に標記 2冊を発行し、都道府県・指定

都市老連、市区町村老連へ配布しました。2 冊とも今年度からすべての市町村で実施

される新地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業）を視野に入れたもので

す。老人クラブでは従来から健康づくり・介護予防活動、友愛活動（高齢者相互の支

え合い活動）を推進してきましたが、それらの活動を 5分野①生活支援、②通いの場

づくり、③見守り支援、④健康づくり支援、⑤情報伝達支援に整理して紹介、解説して

います。 
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●『地域共生社会に向けた事例集「私たちの地域を  

支え合おう」』 

(発行 公益財団法人 全国老人クラブ連合会  

A4 判 16 頁) 

5 分野ごとに、全国の老人クラブ活動から 26 事

例を紹介しています。関連資料として「老人クラブ

活動と新地域支援事業の関連について～新地域

支援事業・地域共生社会の推進に向けて」「地域

包括システムとは」を掲載しています。 

事例集は全老連ホームページからご覧くださ

い。 

 

 

 

●『老人クラブがめざす友愛活動』 

(発行 公益財団法人 全国老人クラブ連合会 

A4 判 20 頁) 

新たに友愛活動を推進する老人クラブへの入門

書として作成しました。5 分野ごとに事例をひきな

がら、下記の推進内容を解説しています。「これか

ら友愛活動に取り組むクラブへの７つのアドバイ

ス」「友愛活動のあゆみ」「高齢者の現状」「用語解

説」「新地域支援事業に向けての行動提案」も掲

載しています。 

(1 冊 320 円（税・送料込み）、複部数の場合は 1

冊 220 円・送料実費) 

 

 

 

 

【申込・問合せ先】公益財団法人 全国老人クラブ連合会 TEL 03－3581－5658 

 

↑画像をクリックすると全老連ホー

ムページにジャンプします。 

http://www.zenrouren.com/siryou/index.html 

 
↑URL をクリックすると全老連ホームページにジャンプします。 

↑画像をクリックすると全老連ホー

ムページにジャンプします。 

http://www.zenrouren.com/siryou/book.html
http://www.zenrouren.com/siryou/index.html
http://www.zenrouren.com/siryou/index.html
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■ 社会的養護体制の充実、人材確保、育成、定着のための抜本

的対策等を要望～平成30年度国家予算要望書を提出～全

国児童養護施設協議会 
 

全国児童養護施設協議会（全養協）は、4 月 17 日、①社会的養護体制の充実、②

人材確保・育成・定着にむけた抜本的対策、③入所からアフターケアまでの一貫した

支援体制の構築、④地域の子育て支援等を可能とする体制の構築などを柱とする平

成 30 年度国家予算要望書を厚生労働省に提出しました。 

児童養護施設については、職員の基本配置を 4：1 とする見直しが図られ、平成 27

年度国家予算から配置基準の引き上げが盛り込まれましたが、新規採用職員の確保

が困難な状況が続いており、基準を満たすための職員数確保ができない施設も見ら

れます。また、子どもの抱える課題の多様化・複雑化とともに、養育単位の小規模化が

進むなかで、職員の資質についても一層の専門性の向上が求められているところです。 

こうした現状を踏まえて、要望書では、

人材確保にとどまらず定着・育成も含めた

抜本的な対策の必要性を強調しており、

手交にあたっては、厚生労働省の担当課

（雇用均等・児童家庭局家庭福祉課）に

現状を伝えるとともに意見交換を行いまし

た。 

また、今年度からスタートする社会的養

護自立支援事業（施設入所等措置を受

けていた者に対して、18 歳（措置延長の

場合は 20 歳）到達後も、22 歳の年度末まで引き続き必要な支援を行う事業）につい

て、全国の実施状況を把握し、都道府県による格差が生じないよう、着実に推進する

よう強く求めたほか、市町村における児童等への支援機能の強化を踏まえ、市町村と

児童養護施設や児童家庭支援センターとの連携推進について意見を交わしました。 

 

【要望書全文】 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/zenyokyo-h30yosanyobo.pdf 

 

※参考「新たな社会的養育の在り方に関する意見」 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/shakaitekiyoiku-iken.pdf 

↑URL をクリックすると要望書全文にジャンプします。 

↑URL をクリックすると「新たな社会的養護の在り方に関する意見」にジャンプします。 

左から：川鍋慎一家庭福祉課長、藤野興一全

養協会長、武藤素明副会長、鍵山雅夫制度政

策部長 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/zenyokyo-h30yosanyobo.pdf
http://www.zseisaku.net/ActionReport/shakaitekiyoiku-iken.pdf
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■ モデル事業を実施し、関係機関との連携について検討を進める

～平成 29年度第 1回全国退所児童等支援事業連絡会 

 

4 月 13 日、平成 29 年度第 1 回全国退所児童等支援事業連絡会が開催されまし

た。退所児童等の支援に関わる全国組織により構成される本連絡会は、平成 28 年度

に実態把握のための全国調査、全国セミナーなどを企画し、広く退所児童等の支援

に関わる関係者とのネットワーク作りに取組んできました。 

平成29年度は昨年度同様、社会福祉法人中央共同募金会の「赤い羽根福祉基金」

の助成を受けて、退所児童等支援におけるネットワーク構築にかかるモデル事業を実

施します。昨年度の調査等から、社会的養護施設はそれぞれに工夫しながら、退所児

童等の支援を継続的に取組んでいることがわかりました。しかし、退所児童等支援事

業所との連携や地域の社会資源との連携については、なお一層の取組みが求められ

る状況でした。そこで、そうした取組みを推進できるように、モデル事業を実施し、その

中から協働するためのツールの開発や多様な関係機関との連携のあり方について、

検討を進めていく予定です。 

また、平成 28 年度に実施した「社会的養護施設等の退所児童に関する支援の実

態把握等調査研究事業」の報告書を、平成 29 年 3 月に発行しました。全国の社会的

養護施設、退所児童等支援事業所に実施したアンケート調査とヒアリング調査を行い、

退所児童等を支援する際の課題や新たな取組実践等を報告書としてまとめました。報

告書は、全国社会福祉協議会のホームページよりダウンロードいただけます。 

http://www.shakyo.or.jp/research/20170428_taisyojidou.html 

 

 

 

■ 「新たな地域支援事業の更なる展開と地域共生社会の推進に

向けて」発表～新地域支援構想会議 

 

新地域支援構想会議は、住民による助け合い活動を推進することを目的に、関係

14 団体により構成しています。 

「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案」

が本国会で審議されるなか、構想会議では、地域における助け合い活動の振興とそ

の土壌となる地域社会づくりをめざし、地域支援事業の推進上の課題や法律案に期

↑URL をクリックすると全社協ホームページにジャンプします。 

http://www.shakyo.or.jp/research/20170428_taisyojidou.html
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待すること等について意見をとりまとめました。 

 

「新たな地域支援事業の更なる展開と地域共生社会の推進に向けて」 

http://www.shakyo.or.jp/topics/20170419_shintiiki.html  

 

 

＜新地域支援構想会議構成団体＞ 

公益財団法人 さわやか福祉財団 

認定特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会 

住民参加型在宅福祉サービス団体全国連絡会 

特定非営利活動法人 全国移動サービスネットワーク 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

全国農業協同組合中央会 

一般社団法人 全国老人給食協力会 

公益財団法人 全国老人クラブ連合会 

宅老所・グループホーム全国ネットワーク 

特定非営利活動法人 地域ケア政策ネットワーク 

一般財団法人 長寿社会開発センター 

認定特定非営利活動法人 日本 NPO センター 

日本生活協同組合連合会 

一般社団法人 シルバーサービス振興会（オブザーバー） 

 

 

 

  

↑URL をクリックすると全社協ホームページにジャンプします。 

http://www.shakyo.or.jp/topics/20170419_shintiiki.html
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■ 第 7回未来投資会議(首相官邸)【4 月 14 日】 

ＩＣＴ等を活用した健康管理・診療・ケアの提供や、健康・医療・介護のビッグデータ

の連結等、新たな医療・介護・予防システムの構築に向けた議論。 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/ 

 

■ 介護保険法等の一部を改正する法律案 衆議院可決【4月 18日】 

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案が

衆議院本会議で可決。参議院へ送付され今国会で成立する見通し。「地域共生社会」

は、「地域包括ケアシステム」を包含するもので、それぞれ別概念であること、地域共

生社会は地域包括ケアシステムの上位概念であることが確認された。また、制度の持

続可能性確保として、2 割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を 3 割とするこ

と等が盛り込まれている。 

http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/keika/1DC391A.htm 

 
 

■ 財政制度等審議会財政制度分科会(財務省)【4 月 20日】 

財政制度等審議会は、政府が 6 月にまとめる経済財政運営の基本方針「骨太の方

針」に向け、財政健全化に関する議論を開始した。 

https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-

of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia290420.html 

 

 

 

 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

政策動向 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/
http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/keika/1DC391A.htm
https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia290420.html
https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia290420.html
http://zseisaku.net/
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■ 第 16回規制改革推進会議(内閣府)【4 月 25日】 

介護保険内・外サービスの柔軟な組合せに関する意見のとりまとめ等に向け議論し

た。 

http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/meeting/meeting.html 

 

 
 
 

 

 

■ 第 137回社会保障審議会介護給付費分科会【4月 26日】 

平成 30 年度の介護報酬改定に向け議論を開始。事業者団体ヒアリングやおおむ

ね月 2 回ペースでの議論を重ね、12 月中旬を目途に基本的な考え方の整理・取りま

とめを示す予定。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000163532.html 

 

 

 

 

 

 

  

厚生労働省新着情報より 

http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/meeting/meeting.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000163532.html
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平成 29年度 社会福祉主事資格認定通信課程 受講者募集のご案内 

～福祉の現場実践を支える基礎的知識が身につく～ 

（民間社会福祉事業職員課程・秋期コース） 

 

全社協・中央福祉学院では、標記通信課程の

平成 29 年度受講者を募集しています。本通信課

程は、民間社会福祉事業の現場に現在勤務して

いる職員が、社会福祉主事任用資格を通信教育

により取得することを目的として開講するもので

す。 

「社会福祉主事」は、福祉事務所の現業員や査

察指導員等に必要とされる任用資格ですが、高

齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などの民間社

会福祉事業の現場においても、福祉職員の基礎

的な資格として準用されており、毎年全国から多く

の方が本課程で学ばれています。 

標記課程は、40年を超える伝統を有し、年間約5,000名（春・秋コース通算）の受講

者が学んでいる実績があります。社会福祉に関する科目や関連科目を幅広く学ぶこと

で、全分野・全職種に共通した基礎的知識を身につけることができます。 

また、本課程修了後、所定の相談援助業務に 2 年以上従事すると、「社会福祉士」

の受験資格を得るための短期養成施設への入学資格を得ることができます。本学院

でも社会福祉士短期養成コースを実施していますので、主事資格取得後のさらなる

キャリアアップを見据えた継続的な学習を計画いただけます。 

詳しくは中央福祉学院ホームページより『受講案内』をご覧ください。皆様のお申し

込みを心よりお待ちしております。 

 

 

 

 

詳細につきましては、中央福祉学院ホームページ

をご覧ください。 

http://www.gakuin.gr.jp/ 

↑画像をクリックするとホームページ
にジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/training/course305.html
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 通信課程の概要  

(1)受講期間：平成 29 年 10 月～平成 30 年 9 月（1 年間） 

(2)学習内容：自宅学習による答案作成（16 科目）、面接授業（5 日間） 

(3)受 講 料：87,400 円 (消費税込額。添削指導料、テキスト・教材費・面接授業料 

含む)※面接授業時の交通費・宿泊費等は別途 

(4)受講資格：社会福祉法に基づく第 1種・第 2種社会福祉事業の届出をした民 

間の施設・事業所、あるいは介護保険法に基づく介護保険事業者 

の指定を受けた民間の施設・事業所に従事していること。（詳細は受 

講案内をご覧ください） 

(5)申込締切：平成 29 年 6 月 30 日（金）【当日消印有効】 

（定員に達し次第締め切ります） 

 

【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course305.html 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

↑ＵＲＬをクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course305.html
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平成 29年度 社協・社会福祉施設職員会計実務講座 

受講者募集のご案内 

 

中央福祉学院では、社会福祉法人や社会福

祉協議会を取りまく今日的状況やその果たすべき

役割を理解するとともに、組織の経営強化に向け

て、「社会福祉法人会計基準」に基づく会計実務

等に係る知識・技術を習得し、会計実務の向上を

図ることを目的とした標記講座を、8 月に開講しま

す。 

コースは、初級コース・中級コース（社協会計／

施設会計）・上級コースを設定しており、受講され

る方の経験・習熟度に応じて選択できます。 

あわせて、初心者向けのオプション研修会「会

計入門研修会」も開講します。 

なお、本講座は、平成 28 年の社会福祉法改正

に対応した内容となっております。 

多くの方のお申込をお待ちしております。 

 

 

 研修の概要  

(1)主 催  全国社会福祉協議会・中央福祉学院 

(2)受講期間  平成29年8月1日～平成30年1月31日（6ヵ月間） 

(通信授業と面接授業を実施) 

(3)受講対象  社会福祉協議会ならびに社会福祉法人立の社会福祉施設・事業所 

等の会計実務担当者・役職員等 

           ※その他の公益法人等が経営する社会福祉施設・事業所等の役職

員、行政職員等、「新社会福祉法人会計基準」に基づく会計実務を

学習したい方の受講も可能 

(4)定 員  800名 

(5)受 講 料  36,000 円（テキスト・教材費、添削指導料、面接授業料含む） 

(6)申込期限  平成29年6月9日(金)（当日消印有効） 

(7)そ の 他  初心者向けのオプション研修会「会計入門研修会」を開催（受講料

15,700円） 

 

↑画像をクリックするとホームページ
にジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course307.html
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【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course307.html 

 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 会計実務講座係 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

 

  

↑ＵＲＬをクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course307.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

<新刊図書> 

●『福祉サービスの第三者評価 受け方・活かし方 

【高齢者福祉サービス版】』 

(蛯江紀雄／田崎基／奥西栄介 著) 
 

福祉サービス第三者評価基準ガイドライン（高齢

者版）の改定通知が発出されました。第三者評価を

活用した高齢者への支援の質の向上が、より一層求

められています。本書は高齢者を支援する福祉施

設・事業所の役職員の第三者評価への理解を深

め、第三者評価を有効に活用するための手引書とし

て刊行しました。地域の信頼に応える質の高い支援

の実践と高齢者を支援する福祉施設・事業所経営

の透明化をすすめるためにぜひ本書をご活用くださ

い。 

 

(4 月発行 定価本体 1,600 円税別） 

 

 

 

 

 

 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入

ページにジャンプします。 
 
 
 

https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2903&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2903&_class=010101&_category=ISBN978-4-7935-1238-4


 

22  

●特集「新任職員といっしょに成長しよう」 

『ふれあいケア』5 月号 

介護の職場へ就職する新任職員は、養成施設や

研修で学んだこと以外に初めて経験する事柄が多

く、戸惑いを感じています。一方、新任職員を指導

する側も、不安や難しさを感じる場面があることでしょ

う。新任職員は新規学卒者だけではなく、多様な職

歴や経験をもっていたり、年齢が幅広かったりもしま

す。また、初めて後輩の指導をする、あるいはリー

ダーに昇格した職員にとっては、よりプレッシャーと

なるかもしれません。しかし、これは自身のステップ

アップのチャンスでもあります。 

新任職員が少しでも早く職場や仕事に慣れるため

に、そして先輩として共に成長していくためにはどう

したらよいか、実際の場面に基づいて心構えや対応

を特集します。 

 

（4 月 20 日発売 定価本体 971 円税別） 

 

●特集「平成 28年度『厚生労働省社会・援護局関係主管課長会議』から 

『生活と福祉』4月号 

本号の特集は、平成 29 年 3 月 2 日に開催された

平成 28 年度「厚生労働省社会・援護局関係主管課

長会議」から、「開催挨拶」「総務課」「保護課」「自立

推進・指導監査室」「地域福祉課」「生活困窮者自立

支援室」からの説明の要旨について掲載します。 

今月号で連載の「『自立支援』パワーアップ講座」

が最終回となります。そこで、「『自立支援プログラ

ム』の今後について」として首都大学東京 岡部 卓

教授に「自立支援プログラム」の状況を押さえ、実践

の報告を振り返り、今後の展望について述べていた

だいています。ぜひご一読ください。 

 

（4 月 20 日発売 定価本体 386 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2902&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2902&_class=120101&_category=17807
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2901&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2901&_class=120101&_category=05595
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＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 


